






























 

令和６年度 法科大学院入学者選考試験【前期日程】法律科目試験 

出題の趣旨 

 

【憲法】 

（第１問） 
 本問は、プライバシー権に基づいた検索事業者が示す検索結果の削除請求が認められる

要件に関するものである。主要な論点として、①逮捕された事実のプライバシー該当性、

②当該事実を含む検索結果の表示の違法性要件、③削除請求が認められる要件等である。

関連判例として、最 3 小決 H29・1・31 判例時報 2328・10 がある。上記②の要件と③の要

件に差異があるのか否かが特に重要な論点となる。 
 
（第２問） 
 本問は、最判平成 7 年 5 月 25 日民集 49 巻 5 号 1279 頁に基づく事案である。同判決は、

政党が党員に対してした処分について「右処分が一般市民としての権利利益を侵害する場

合であっても、右処分の当否は、当該政党の自律的に定めた規範が公序良俗に反するなど

の特段の事情のない限り右規範に照らし、右規範を有しないときは条理に基づき、適正な

手続に則ってされたか否かによって決すべきであり、その審理も右の点に限られる」とし

た最判昭和 63 年 12 月 20 日判時 1307 号 113 頁を引用して、本件では除名届が適法にされ

ている以上、名簿届出政党等による名簿登載者の除名が不存在又は無効であることは、当

選訴訟における当選無効の原因とはならないと判示している。他方で、名簿登載者につい

て政党のする除名は「公的ないしは国家的性質を有し、単に政党の内部事項にとどまると

はいえない」として本件除名を無効とした原審（東京高判平成 6 年 11 月 29 日判時 1513 号

60 頁）や、政党が投票後に名簿登載者を除名することは直接選挙の原則に反するという学

説の指摘もある。こういった論点について判例や学説を踏まえた記述がなされていれば、

答案としては十分であろう。 
 
【刑法】 

（第 1 問） 

本問は、被侵害者 X が行った侵害者 A に対する行為について、正当防衛が成立しうるの

かどうか、とりわけ侵害の急迫性、防衛の意思、あるいは防衛行為の相当性などの正当防

衛の基本的な成立要件の充足の有無について、問題文で示された事例の特徴をふまえて的

確に論じることができるのかどうかを問うものである。 
 
（第２問） 
 本問は、名誉毀損罪の真実性の証明に失敗した場合（いわゆる「真実性の錯誤」）の処

理について問うものである。まず、Ｘの行為の構成要件該当性を丁寧に検討した上で、問

題文にあるように、刑法 230 条の 2 の法的性格に関する複数の見解を明らかにし、それぞ

れの見解が上記の錯誤事例についてどのような結論を導くかを説明することが求められ

る。そして、支持すべき立場はいずれか、それはいかなる根拠に基づくかを述べることに

なる。 



 

【民法】 

 本問は、契約解除の効果について、物権法を交えつつ、その理解を問うものである。 

 問１では、契約解除が第三者に及ぼす効果について、「第三者」の範囲ないしその者が

備えるべき要件（545 条 1 項ただし書）、さらにいわゆる「転得者」（に類似する立場にあ

る者）がこの「第三者」に当たるか否かが問われている。そして、検討に際しては、直接

の第三者であるＣが対抗要件を具備していないこと、他方、Ｄが借地借家法上の対抗要件

（同法 10 条 1 項）を備えていることを前提に、論理的な論述が求められている。さらに、

仮にＤが本件土地の賃借権をＡに主張できるとするなら、Ｄに対する賃貸人が誰であるに

ついても検討することが望まれる。 
 問２では、契約解除の効果と 177 条の「第三者」との関係、そして、費用償還をめぐる

賃貸人と賃借人ないし所有者と占有者との関係が問われている。すなわち、Ｃが 545 条 1
項ただし書の「第三者」に当たらないとすると、無権利者であるＣは 177 条の「第三者」

に該当せず、Ｅは登記を備えていなくても、Ｃに所有権を対抗できるはずである。他方、

仮にＤが 545 条 1 項ただし書の「第三者」に当たると考えるなら、177 条の「第三者」に該

当し、ＥがＤに所有権を主張するには、対抗要件を具備しなければならず、加えて、Ｅが

対抗要件を備えた場合のＤの賃借権の帰趨も問われることになる。つまり、本件土地の譲

渡に伴う賃貸人の地位の移転についても検討が求められているのである。 
 

【商法】 

 問１は、取締役の報酬の額は定款に定めがなければ株主総会決議で決める必要があると

ころ（361 条 1 項 1 号）、退職慰労金が報酬に当たるか、当たるとして、株主総会決議で額

の決定を取締役会に一任することは適法かを問うものである。 
 判例を踏まえて、どのような場合に適法になるかを論じることが期待される。 
 問２は、新株発行の募集事項の決定機関は、原則として、公開会社では取締役会であり

（201 条 1 項）、非公開会社では株主総会である（199 条 2 項）という制度になっているこ

との理解を問うものである。新株発行では株主のどのような利益の保護が問題になり、他

方で新株発行を迅速に行う必要はあるかなどの点を踏まえて、説明することが求められる。 
 

【民事訴訟法】 

（問１） 

 遺産確認の訴えに関する最判昭和 61 年 3 月 13 日民集 40 巻 2 号 389 頁（百選 22 事

件）および最判平成元年 3 月 28 日民集 43 巻 3 号 167 頁（百選 95 事件）の理解を問う

ものである。 
 
（問２） 
 訴訟上の相殺の抗弁の審理の順序、「相殺をもって対抗した額」（民訴 114 条 2 項）の

本問の事案における具体的な範囲、「相殺をもって対抗した額」（同上）について生じる

既判力の内容を踏まえて、後訴（貸金返還請求訴訟）において全部棄却判決が導かれ得る

理由を問うものである。 

 



 

【刑事訴訟法】 

 捜査の端緒である職務質問およびそれに伴う所持品検査に関する事例問題を通して、

それらの基本的知識の有無を問うために出題した。 

 
（問１） 

問１では、職務質問およびそれに伴う所持品検査の法的根拠を適切に挙げ、特に所持品

検査については明文の規定はないが、なぜそれが認められるのかを基本判例を踏まえつつ

論じることが求められる。 
 
（問２） 
 問２では、問 1 の法的根拠を前提としながら、与えられた事例の事実関係を的確に踏ま

え、職務質問およびそれに伴う所持品検査の適法性を論じる必要がある。その際、職務質

問や所持品検査の法的性格や強制処分該当性、任意処分の判断枠組みを正確におさえなが

ら、事案を分析して結論を提示することが求められる。 
 
【行政法】 

本問は、「地域地区」について規定する都市計画法第 8 条に基づいて、用途地域が、従

来の準工業地域から工業地域へと指定変更する旨が決定された場合の争訟方法について

の基礎的な知識を問うものである。本問の争点は、用途地域の指定（本件決定）が、果た

して、行政事件訴訟法第 3 条にいう「行政庁の公権力の行使」と言いうるか（本件決定に

処分性は認められるか否か）である。本問は、行政庁の公権力の行使に関する最高裁判決

の基礎的理解、並びに、本件決定の処分性の有無についての最高裁判例（最判昭和 57 年

4 月 22 日第一小法廷判決）の理解を問うことを出題趣旨としたものである。 
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